
前年度から繰越し

事業番号 新27-018

水関連分野の防災協働対話推進のための調査検討経費 担当部局庁 水管理・国土保全局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成27年度～平成29年度（予定） 担当課室 河川計画課国際室 室長　天野　雄介

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
　４　水害等災害による被害の軽減
　１２ 水害・土砂災害の防止・減災を推進する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する計画、
通知等

インフラシステム輸出戦略(H26.6)

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

防災面での課題を抱えた新興国等を対象に、両国の産学官で連携し、平常時から防災分野の二国間協力関係を強化する「防災協働対話」の取組を通
じて、各国のニーズを踏まえた最適な政策や技術の組合せ等を提案することにより、我が国の優れた防災に関する技術・知見の普及を図る。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

現地調査等により防災に関するプロジェクトやニーズを把握し、本邦企業の参画可能性、本邦防災技術の適用可能性といったニーズとシーズとのマッチ
ングの検討を行い、各国との防災協働対話に係るワークショップ等において、各国のニーズにマッチした最適な政策や技術の組み合わせ等について効
果的にアピールするための情報発信を行う。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度

計

27年度要求

予算
の状
況

当初予算 23

補正予算

予備費等

翌年度へ繰越し

23

　　　　　　　　　　　　平成２６年行政事業レビューシート （国土交通省）

活動実績

当初見込み

件

件

26年度見込

百万円単位当たり
コスト

算出根拠

- -

24年度 25年度

計算式

- -

- -

-

予算額÷防災共働対話ワークショップ等における技術提案の
数

単位 23年度

- -百万円/件

-

執行率（％）

執行額

単位 23年度 24年度

％ - -

目標値 - -

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

25年度
目標値

（　　年度）

諸外国における我が国の優れた防災に関する技術・知見の
普及による防災機能の向上
（防災に関するニーズとシーズのマッチングを行い、政策や技
術の組合せ等を効果的にアピールすることを実施するもので
あり、定量的な成果指標及び成果実績を定めて実施するとい
う性質のものではない。）

成果実績 - - -

達成度

成果指標

-

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 23年度 24年度 25年度 26年度活動見込

- - - -

単位当たり
コスト

- - -

--

防災協働対話ワークショップ等における技術提案の数

費　目 26年度当初予算 27年度要求 主な増減理由

水害・土砂災害対策調査費 － 22.6 「新しい日本のための優先推進課題枠」23百万円

-

平
成
2
6
・
2
7
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

計 － 22.6



事業番号 新27-018

改善の
方向性

-

外部有識者の所見

評価に関する説明

○

-

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名

我が国の優れた防災技術の展開を進め、各国の災害脆
弱性を改善していくことは世界経済の発展・安定化に貢
献し、日本のプレゼンス向上にもつながる。防災の計画
策定・推進等は国の責務であり、民間が単独で新興国
等の行政機関の防災に関するニーズを把握することは
困難である。

-
所管府省・部局名

-

重
複
排
除

事
業
の
有
効
性

-

○

○

-

-

-

-

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

　本経費は、「日本再興戦略」改訂2014（平成26年6月24日閣議決定）」に盛り込まれた「インフラシステム輸出戦略」を積極的に実施していく
ための経費であり、広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業である。本施策を通じて、新興国等における防災力向上を促進することに
より、新興国等の社会的な安全度の向上、経済社会の発展等への貢献につながるとともに、日本の優れた防災技術が活用される案件が増
大することにより、日本の民間企業の海外ビジネス展開も促進される。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

-単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検・改善

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 -

評　価項　　目

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

- 我が国の優れた防災技術等の輸出を促進する観点から優先度の高い事業であり、効果的な施策として効率的に執行できるよう努めるべき。

--

-

備考

-平成25年平成24年

関連する過去のレビューシートの事業番号

- -平成23年

--



事業番号 新27-018

※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

【企画競争】

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

国土交通省

２３百万円

Ａ．民間企業等

２３百万円

・現地調査等による防災に関するプロジェクトやニーズ把握

・本邦企業の参画可能性、本邦防災技術の適用可能性等を踏まえた

補足する）
（単位：百万

円）



事業番号 新27-018

費　目 使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A. E.

金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



事業番号 新27-018

支出先上位１０者リスト
A.

B.

8

9

10

7

6

4

2

5

3

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1

2

3

4

5

6

7

8

10

落札率

9



　　　　　　　　　　　　平成２６年行政事業レビューシート （国土交通省）

51

27年度要求

予算
の状
況

当初予算 51

補正予算

予備費等

翌年度へ繰越し

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

地球温暖化に伴う気候変動による災害の頻発、激甚化を踏まえ、水災害分野における気候変動適応策について適応計画として取りまとめるとともに、
適応計画を推進するために、気候変動により増大する外力の取扱い等について調査・検討し、推進方策を体系的に整理することを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

地球温暖化に伴う気候変動による海面水位の上昇、大雨の頻度増加、台風の激化等により水害、高潮災害等が頻発、激甚化することが懸念されてい
る。これを踏まえ、水災害分野の気候変動適応策を検討し、適応計画としてとりまとめる。とりまとめた適応計画を推進するため、気候変動の不確実性
の取扱いを体系的に整理し、外力の取扱い等の調査検討を行う。また、どこで氾濫が発生するか等のリスク評価の手法の開発や、高潮の浸水想定に
必要な外力の設定方法や構造物の取扱い方などを示す「高潮浸水想定の設定の手引き」を作成する。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 政策・施策名
４　水害等災害による被害の軽減
　１２　水害・土砂災害の防止・減災を推進する

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

－
関係する計画、

通知等
－

予算額・
執行額

（単位:百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度

計

前年度から繰越し

事業番号 新27-019

水災害分野における気候変動適応策の推進のための調査・検討経費 担当部局庁 水管理・国土保全局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成27年度～平成29年度 担当課室
河川計画課　河川計画調整室

治水課
保全課　海岸室

室長　渡邉　泰也
課長　大西　亘

室長　井上　智夫

事業名

計 － 51.0

平
成
2
6
・
2
7
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

－ 0.6

執行率（％）

執行額

－－ －

－

23年度

－

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

25年度
目標値

（　　年度）

水災害分野における気候変動適応策の適応計画をとり
まとめ、推進方策を策定し、水害、高潮等の災害の被害
軽減を図る。（定量的な成果指標及び成果実績を定めて
実施するという性質のものではない。）

成果実績 － － －

達成度

成果指標 単位

％ － －

目標値

－

24年度 25年度

単位 23年度 24年度 25年度 26年度活動見込

－ － －件

件

24年度

－

活動実績

当初見込み

単位 23年度

－

－ －

－ －百万円/件

単位当たり
コスト

算出根拠

－－百万円

気候変動適応策の推進のための委員会等の開催数

費　目 26年度当初予算 27年度要求 主な増減理由

委員等旅費 － 1.4 新しい日本のための優先課題推進枠　51百万円

―

－ － － －

単位当たり
コスト

－

予算額　÷　委員会等の開催数

計算式

26年度見込

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

水害・土砂災害対策調査費 － 49.0

諸謝金



事業番号　新27-019

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 －

評　価項　　目

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検・改善

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

－単位当たりコストの水準は妥当か。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

－

防災、減災のみならず、国土保全の観点から国が早期
に気候変動適応策を立案する必要がある。また、「経済
財政運営と改革の基本方針2014」に本事業は位置づけ
られている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

－

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

-

重
複
排
除

事
業
の
有
効
性

-

-
所管府省・部局名

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
中央環境審議会気候変動影響評価等小委員会において、政府全体の適応計画がとりまとめられることを踏まえ、水災害分野における気候
変動適応策を適応計画にとりまとめる必要がある。さらに適応計画を推進するため、気候変動により増大する外力の取扱い等について調
査・検討する必要がある。

事業番号 類似事業名

事
業
の
効
率
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

外部有識者の所見

評価に関する説明

改善の
方向性

-

○

－

○

○

－

－

－

－

－

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

-

-

水災害分野における気候変動適応策の推進は、国民の安全・安心の確保の観点から優先度の高い事業であり、効果的な施策として効率的に
執行できるよう努めるべき

-

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

-

- -

- -平成23年 平成24年 -平成25年

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号



事業番号　新27-019

※平成25年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

国土交通省

５１百万円

各業務の発注及び監督

Ａ．民間企業等

３０百万円

・水災害分野における気候変

動適応策の調査、検討業務

・気候変動に伴い増大する外

力の取扱い等の調査、検討

業務

【企画競争】

Ｂ．民間企業等

１０百万円

・気候変動に伴い増大する外

力に対する流域のリスク評

価に関する調査、検討業務

Ｃ．民間企業等

９百万円

・高潮浸水想定の設定に向け

た検討業務

事務費

２百万円

諸謝金、委員等旅費

【企画競争】

【企画競争】

補足する）
（単位：百万

円）



事業番号　新27-019

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

A. E.

使　途費　目

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



事業番号　新27-019

支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

落札率

9

8

7

6

5

2

1

4

3

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額
（百万円）

入札者数

9

8

7

6

4

2

5

3

1

Ｃ.

2

3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1

6

7

4

5

10

8

9



前年度から繰越し

事業番号 新27-020

土砂災害に係る警戒避難体制の強化に資するガイドライン作成 担当部局庁 水管理・国土保全局砂防部 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成27年度～平成28年度(予定) 担当課室 砂防計画課 課長　西山　幸治

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
4　水害等災害による被害の軽減
　12　水害・土砂災害の防止・減災を推進する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推
進に関する法律

関係する計画、
通知等

―

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　近年の災害等では、具体的な避難行動が計画されておらず避難勧告が発令されない、又は避難行動計画が住民等から理解されておらず避難勧告が
発令されても避難がなされないといったような警戒避難に関する課題が見られる。このような状況において、警戒避難体制を強化するためには、タイム
ライン等を活用し、行政と住民が具体的な避難行動を計画した上で、共通の認識をもつことが有効であると考えられる。よって、地方自治体がタイムライ
ンを作成するにあたって必要な項目や手法等をガイドラインとしてまとめ、警戒避難体制の強化に資することを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　過去の災害対応実績から得られる教訓や課題を抽出し、土砂災害警戒区域、土砂災害警戒情報等を活用した災害時における行政と住民の時系列的
な行動手順を検討し、いつどこで発生するかわかりにくいという土砂災害の特徴を踏まえた上で、地方自治体が警戒避難を強化するためのタイムライン
作成に必要な項目や手法等をガイドラインとしてまとめる。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度

計

27年度要求

予算
の状
況

当初予算 9

補正予算

予備費等

翌年度へ繰越し

9

　　　　　　　　　　　　平成２６年行政事業レビューシート （国土交通省）

活動実績

当初見込み

件

件

26年度見込

百万円単位当たり
コスト

算出根拠

― ―

24年度 25年度

計算式

― ―

― ―

―

予算額÷報告書件数

単位 23年度

― ―
百万円

/件

―

執行率（％）

執行額

単位 23年度 24年度

％ ― ―

目標値 ― ―

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

25年度
目標値

（　　年度）

地方自治体が地域の実情に応じたタイムラインを作成するにあたっ
て、よりわかりやすく必要な項目や手法等をガイドラインとしてまと
め、警戒避難体制の強化を支援する。
（ガイドラインをまとめて警戒避難体制の強化を支援することを目的と
した施策であり、定量的な成果目標及び成果実績を定めて実施する
という性質のものではない。）

成果実績 ― ― ―

達成度

成果指標

―

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 23年度 24年度 25年度 26年度活動見込

― ― ― ―

単位当たり
コスト

― ― ―

――

上記事業概要に記した実施内容に関する調査報告書等
一式

費　目 26年度当初予算 27年度要求 主な増減理由

水害・土砂災害対策調査費 － 9.5 要求額のうち「新しい日本のための優先課題推進枠」9百万円

―

平
成
2
6
・
2
7
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

計 － 9.5



事業番号 新27-020

改善の
方向性

-

外部有識者の所見

評価に関する説明

○

-

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名

　伊豆大島の災害をはじめ、台風や局所的豪雨により土
砂災害が発生し、人的被害が生じていることから警戒避
難体制の強化が急務とされている。
　災害対応は公益性が高く、国民の生命・財産に直接関
わることから、国費を投じて国において蓄積された情報
により検討を行う。

-
所管府省・部局名

-

重
複
排
除

事
業
の
有
効
性

-

○

○

-

-

-

-

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

　伊豆大島の災害をはじめ、台風や局所的豪雨により土砂災害が発生し、人的被害が生じていることから警戒避難体制の強化が急務とさ
れている。
　災害対応は公益性が高く、国民の生命・財産に直接関わることから、国費を投じ、国において蓄積された情報により検討を行う必要性があ
る。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

-単位当たりコストの水準は妥当か。

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検・改善

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 -

評　価項　　目

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

-
昨今の土砂災害の激甚化を踏まえ、タイムライン等の活用により避難対策を強化することは優先度の高い事業であり、効果的な施策として効
率的に執行できるよう努めるべき。

--

-

備考

-平成25年平成24年

関連する過去のレビューシートの事業番号

-

- -平成23年

--



事業番号 新27-020

※平成25年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

国土交通省
9百万円

　・全体方針の決定
　・検討に係る調整・管理
　・業務発注

A．民間会社
9百万円

　・タイムライン検討・検証

補足する）
（単位：百万

円）



事業番号 新27-020

費　目 使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A. E.

金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



事業番号 新27-020

支出先上位１０者リスト
A.

B.

8

9

10

7

6

4

2

5

3

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1

2

3

4

5

6

7

8

10

落札率

9



　　　　　　　　　　　　平成２６年行政事業レビューシート （国土交通省）

5

予備費等

翌年度へ繰越し

27年度要求

予算
の状
況

当初予算 5

補正予算

予算額・
執行額

（単位:百万円）

23年度 24年度 25年度 26年度

計

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

富士山で大規模火山噴火を想定した避難対策計画策定が進められている等、大規模火山噴火への対応準備の必要性が近年認識されて
いるが、大規模火山噴火に伴う降灰後には、降雨時に同時多発的に土石流が発生する恐れがある。本事業では、噴火直後の過酷な状況
においてもその危険度評価を迅速に実施する手法を検討し、土石流に対する避難行動を支援することを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

大規模火山噴火時に、調査箇所毎の優先順位を決定し、効率よく降灰調査を行うために必要な事項の検討、噴火直後における土砂災害緊
急情報の暫定的な発表ルール及びその後の効率的な雨量基準見直し方法の検討とこれらの作業を支援するソフトやツールの作成等を行
う。
また、上記で検討した大規模火山噴火時の緊急調査方法の内、大規模火山噴火時に特有の事項について、最低限必要な内容を手引きに
整理する。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 政策・施策名
４　水害等災害による被害の軽減
　12　水害・土砂災害の防止・減災を推進する

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推
進に関する法律　第２７条・第２９条

関係する計画、
通知等

―

水管理・国土保全局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成２７年度～平成２８年度（予定） 担当課室 砂防計画課 課長　西山　幸治

事業名

事業番号 新27-021

大規模火山噴火時の緊急調査実施方法検討経費 担当部局庁

前年度から繰越し

計 － 5.0

平
成
2
6
・
2
7
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

－ 0.4

水害・土砂災害対策調査費 － 4.5

委員等旅費

上記事業概要に記した実施内容に関する調査報告書等
一式

費　目 26年度当初予算 27年度要求 主な増減理由

諸謝金 － 0.1

―

― ― ― ―

単位当たり
コスト

― ― ―

――

―

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 23年度 24年度 25年度 26年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

25年度
目標値

（　　年度）

噴火直後の過酷な状況においてもその危険度評価を迅速に
実施することが可能となることを通じて、大規模火山噴火後に
降雨に伴い発生する土石流に対する的確な住民避難行動を
支援する。（住民避難行動の支援を目的とした施策のため、
定量的な成果目標及び成果実績を定めて実施するという性
質のものではない。）

成果実績 ― ― ―

達成度

成果指標 単位 23年度 24年度

％ ― ―

目標値 ― ―

執行率（％）

執行額

―

百万円
/件

予算額÷報告書

単位 23年度

― ―

―― ―

24年度 25年度

計算式

― ―

― ―

活動実績

当初見込み

件

件

26年度見込

百万円単位当たり
コスト

算出根拠



事業番号 新27-021

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 -

評　価項　　目

国
費
投
入
の

必
要
性

事業所管部局による点検・改善

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

-単位当たりコストの水準は妥当か。

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

-

-

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
大規模火山噴火時には、小中規模の噴火時とは異なり影響が複数県にまたがる等広範囲に及び、広域的な土砂災害に対応するためには
高度な技術を要することから、本施策は国費を投じて行うことが効果的である。

○

○

-

-

-

-

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

重
複
排
除

事
業
の
有
効
性

-

・大規模火山噴火時には、小中規模の噴火時とは異なり影響
が複数県にまたがる等広範囲に及び、広域的な土砂災害に
対応するためには高度な技術を要することから、本施策は国
費を投じて行うことが適切である。
・土砂災害防止法に基づく緊急調査は、法律で定められた国
が行う事務であり、本施策は国が行う必要がある。

-
所管府省・部局名

事
業
の
効
率
性

事業番号 類似事業名

○

-

外部有識者の所見

評価に関する説明

改善の
方向性

-

-

-

大規模火山噴火時の緊急調査の適切な実施につながるよう、効果的な施策として効率的に執行できるよう努めるべき。

-

行政事業レビュー推進チームの所見

-

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

- -

- -平成23年

関連する過去のレビューシートの事業番号

-

平成25年平成24年

備考

-



事業番号 新27-021

※平成25年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

国土交通省
5百万円

諸謝金・委員等旅費
0.5百万円

・全体方針の決定
・有識者への意見聴取
・検討に係る調整・管理

・業務発注

A.民間会社
4.5百万円

・大規模火山噴火時の緊
急調査方法の検討

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）補足する）
（単位：百万

円）



事業番号 新27-021

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

A. E.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

費　目 使　途

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0



事業番号 新27-021

支出先上位１０者リスト
A.

B.

10

落札率

9

8

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

入札者数支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

1

5

3

4

2

7

6

10

9

8


